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金融資産会計 (1)
松尾率正
1 金融商品と金融資産の範囲
金融商品会計基準は，金融商品を「金融資産，金融負債及びデリバティ
プ取引に係る契約の総称」としているが（金融商品に係る会計基準の設定に関
する意見書ー以下「金融商品会計意見書」ーIII-1), B本公認会計士協会によ
れば，この定義は取引当事者の一方の立場からの定義であるとして，当事
者双方の立場から，次の定義を提起している（日本公認会計士協会会計制度委
員会報告第14号『金融商品会計に関する実務指針』ー以下『金融商品会計実務指
針』ー2001年（平成13年） 7月3B, 3項）。
「金融商品とは，一方の企業に金融資産を生じさせ他の企業に金融負
債を生じさせる契約，及ぴ一方の企業に持分の請求権を生じさせ他の
企業にこれに対する義務を生じさせる契約（株式その他の出資証券に化
体表章される契約）である。」
この定義は，「金融資産とは，一方の企業にとっての金融資産と，他の企
業にとっての金融負債又は持分金融商品の双方を生じさせるあらゆる契約
をいう。」 (IAS39(revised 2000), Financial lnstrnments: Recognition and 
Measurement, 2000, par.8. 日本公認会計士協会国際委員会「金融商品：認識及ぴ
測定」 OAS第39号(2000年改訂）），第 8項，『国際会計基準書2001』同文舘， 2001,
771頁）との IASの定義 (IAS32)に照らしても差嬰はない。
金融資産とは，現金預金，受取手形，売掛金及ぴ貸付金等の金銭債権，
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株式その他の出資証券及び公社債等の有価証券並びにデリバテイプ取引に
より生じる正味の債権等をいう（金融商品会計基準第一ー）。
2 現金・預金
会計上，現金勘定で処理される項目は，一般常識の現金よりも広い。通
貨のほか，いつでも通貨と引き換えることのできる次の証券が現金とみな
して処理される。
他人振出小切手，送金小切手，送金為替手形，預金手形，郵便為替証書，
郵便貯金振出証書，株式配当金領収書，満期公社債利札，国庫金支払通知
書。
現金収支に関する取引は最も頻繁に生じ， しかも誤りや不正が生じやす
いから，適当な管理システムが確立されておらなければならない。その方
法として，責任者の検印のある入・出金伝票とともに，請求書，計算書，
領収書，領収書控等の証憑書類が現金収支の際には添付される必要がある。
現金収支の明細は，現金勘定の補助簿としての現金出納帳に記録する。
他方，現金手許有高については毎日実地に調査し，出納帳残高と照合して
おかなければならない。
手許有高と帳簿残高とは，本来，一致する筈であるが，記帳漏れ，計算
違い，紛失，盗難等により一致しない場合がある。その場合には，直ちに，
調査する。調査の結果，不一致原因が判明しない場合には，その差額を現
金過不足 (cashshort or over)勘定に一時的に記入しておく。後日，不一
致原因が判明した場合には，現金過不足勘定から該当する適切な勘定に振
替える。もし決算Hに至るもなお原因不明の場合には，現金過不足勘定か
ら雑損勘定，あるいは雑益勘定に振り替える。
現金の受払いおよぴ保管に伴って生じ易い多くの不便・危険・不経済を
回避するため，企業は銀行と当座契約を締結して当座預金口座を開設し，
現金収入はすぺてこの口座に預け入れ，支払いは小切手をもって行うのが
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常である。
当座預金の預入れおよぴ引出しの明細を記録し，日々の残高を確認する
ための補助簿として，当座預金出納帳が作成される。出納帳残高と銀行の
当座勘定元帳残高とは，原則として，一致する筈である。しかし，計算上
の誤謬による不一致以外にも，企業と銀行との間に，帳簿記入上の時間的
ズレがあるために両者の残高に食い違いが生ずることがある。そこで，当
座預金管理のために，当座預金残高証明書を銀行に請求し，これを当座預
金出納帳と突き合わせ，両者の間に不一致があれば，原因調査のうえ銀行
勘定調整表 (bankreconciliation statement)を作成して，不一致の理由を
説明しなければならない。
不一致の原因として，次の場合が考えられる。
① 銀行側記帳済，預金者側未記入の場合
② 預金者側記帳済，銀行側未記入の場合
③ 預金者側の記入違いおよび計算の誤りの場合
小切手の振出しは，当座預金残高を限度とする。預金残高以上に小切手
を振り出した場合，取引銀行はその支払いを拒絶する。銀行によって支払
いを拒絶された小切手を不渡小切手という。
しかし，予め銀行と当座借越契約を結び，根抵当として土地，建物，有
価証券等を差し入れ，借越限度額，借越期間，利子等を定めておけば，預
金残高を超えて小切手を振出しても，その限度までは，銀行は支払いに応
じる。
この場合，預金残高を超えた小切手振出額は銀行からの借り入れである
から，当座借越勘定(bankoverdraft a/c)定で処理する。後B, 当座預金に
預入れが行われると，自動的に当座借越の返済にあてられる。
なお，複数の銀行と取引を行い，ある銀行には，当座預金残高があるが，
他の銀行には借越の場合，貸借対照表には総額主義の原則によって両者を
区別し，前者は資産の部に，後者は負債の部に短期借入金として記載する。
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3 手形債権
金融商品会計基準によれば，金融資産の契約上の権利を生じさせる契約
を締結したときは，原則として，当該金融資産の発生を認識しなければな
らないが（金融商品会計基準第ニー），商品等の売買又は役務の提供の対価に
係る金銭債権は，原則として，当該商品等の引渡又は役務提供の完了によ
りその発生を認識することになっている（金融商品に係る会計基準注解ー以
下「金融商品会計基準注解」一注3)。
商品売上代金，特に売掛金を決済するためにしばしば手形が利用される
が，この手形には約束手形と為替手形とがある。約束手形の場合には手形
の振出人が期日に一定の金額を名宛人に支払わなければならないが，為替
手形の場合には，振出人が予め名宛人（支払人）に手形を呈示し，その引受
けを得たうえで受取人（指図人）に渡すから，名宛人が受取人に対して手形
上の債務を負う。したがって，為替手形の受取りの場合は，名宛人の引受
けを得ることによって手形債権が発生する。
約束手形であれ為替手形であれ，手形債権を取得した場合には，満期日
に指定額の支払いを受けることができる。しかし，手形は満期日まで常に
保有されるわけではない。期日が到来する前に，裏書き（手形の裏面に記名・
捺印すること）によって第三者に譲り渡すことが少なくない。
代金の支払いが必要になった時，既に保有中の手形を裏書きして引き渡
すと手形債権を譲渡したことになるから，この経済的事実を説明するため
に受取手形の減少記録を行うが，手形を裏書譲渡すれば，譲受人に対して
法律上の責任を負う。手形債務者が最終的に支払わなかった時には，裏書
きをしているために弁済の責任を免れないのである。そこで，貸借対照表
には裏書譲渡高を控除した額で受取手形を表示し，受取手形裏書譲渡高を
注記する。
手形の支払期日に手形代金が支払われないか，あるいは手形の引受けが
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拒絶されることを手形の不渡りという。受け取った手形が不渡りになった
場合，通常の手形と区別するため，受取手形勘定から不渡手形勘定に振り
替える。
手形が不渡りになれば，手形債権者はその手形の振出人（為替手形の場合
は名宛人）または裏書人に対して支払いを要求する一これを償還請求という
ーことができる。この要求は手形の譲渡の過程とは逆転するため遡求と呼
んでいる。償還請求をするには支払拒絶証書作成費等の費用が必要とされ
るので，それらの費用を手形額面に加算した金額を不渡手形勘定に借方記
入する。
（例示）
1. 天六商店振出，当店受取約束手形4万円の期日が到来したので．銀行に取立を依
頼したところ，不渡りの旨連絡を受けた。直ちに支払拒絶証書を作成し，天六商店
に1賞還請求した。 1賞還請求諸費用400円を現金で支払った。
（不渡手形） 40,400 (受取手形） 40,000 
（現金） 400 
2. 上記手形代金4万円，諸費用400円に期H後本日までの法廷利息100円を含め，総
額4万500円を小切手で天六商店より償還を受けた。
（現 金） 40,500 (不渡手形） 40,400 
（受取利息） 100 
裏書譲渡または割引済手形の不渡りにより，譲渡人またはその後の裏書
人，あるいは割引先銀行から，手形支払人に代わって弁済するように遡求
請求を受けたために支払った場合にも，その代金を不渡手形勘定に借方記
入する。
後日，不渡手形代金の全部または一部の入金もしくは回収不能が確定し
た場合には，不渡手形勘定は他の適切な勘定に振り替えられる。不渡手形
勘定は，貸借対照表上，「その他の流動資産」の一項目として表示する。
手形期日に際して，手形債務者が手形代金を支払えない場合に，支払期
限の延長を手形債権者に申し出，承諾を得る場合がある。これを手形の書
替えまたは更改という。
支払期限延期の協議が成立すると，手形債権者は旧債権の消滅と新債権
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の発生を示す処理を行い，債務者は旧債務の消滅と新債務の発生を示す処
理を行う。
借用証書の代わりに手形を利用して金銭を貸し付けた場合，その手形は
商品等の販売のような通常の営業取引の結果受入れた手形（これを商業手形
という）とは異質なので，受取手形勘定では処理せず，手形貸付金勘定で処
理する。
手形による金銭貸借には，借用証書の代用として手形を授受する方法に
よるほか，相互に手形を振り出し合い，先方振り出しの手形を銀行等で割
り引くことによって，資金の融通を受ける方法がある。このような手形を
融通手形または慣合手形とよぶ。
（例示）
1. 千里商店は天六商店の申し出により，振出後2カ月後払いの約束手形3万円を相
互に振り出し合うことにした。
（千里商店の仕訳）
（受取融通手形） 30,000 (支払融通手形） 30,000 
（天六商店の仕訳は千里商店の仕訳と同じ。）
2. 天六商店は上記の千里商店振出約束手形3万円の割引きを銀行で受け，割引料3
千円を差引き．手取金は当座預金とした。
（当座預金） 27,000 (受取紬通手形） 30,000 
（割引料） 3,000 
3. 千里商店は天六商店から，同店振出小切手3万円を受取り，直ちに当座預金口座
に預け入れると同時に．同店振出約束手形を返却した。
（千里商店の仕訳）
（当座預金） 30,000 (受取融通手形） 30,000 
（天六商店の仕訳）
（支払融通手形） 30,000 (当座預金） 30,000 
4. 千里商店は天六商店が割引きを受けた千里商店振出約束手形が．期日に際し．決
済されたとの通知を銀行から得た。
（支払融通手形） 30,000 (当座預金） 30,000 
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4 金銭債権
(1) 金銭債権の評価
売掛金，受取手形，貸付金その他の金銭債権の貸借対照表価額は，取得
価額から貸倒見積高に基づいて算定した貸倒引当金を控除した金額である
（金融商品会計甚準第三．ー．）。ところが，たとえば，手形で売掛債権を回収
するに際して，手形債権の金額が売掛債権の金額とは異なる場合がある。
債権を債権金額より低い価額又は高い価額で取得した場合に，取得価額
と債権金額との差額が金利調整の性格を有していれば，当該差額に相当す
る金額を弁済期に至るまで毎期一定の方法で貸借対照表価額に加減算す
る。この貸借対照表価額決定方法を1賞却原価法という（金融商品会計基準注
解（注） 5)。
金銭債権を債権金額より低い又は高い取得価額で貸借対照表価額とした
場合に， 1責権金額との差額を貸借対照表価額に加減算する方法として，ニ
つの方法がある。取得価額が債権金額より低い場合を想定すると，
① 取得時には取得価額で表示し，毎期末には当該期間に発生した利息を
収益として認識・計上するとともに，同額だけ金銭債権の帳簿価額を増
額する方法
② 取得時には債権金額で表示し，取得価額との差額を受取利息勘定に貸
方記入しておき，決算日には未経過分を前受収益として処理する方法
②の方法によれば，金銭債権の債権金額から前受収益を控除する形式で
表示して，当該債権の実質価額を開示できるので，実質価額算定のプロセ
スを明らかにできるという情報的価値がある。
次に，この二つの方法を例示しておこう。
（例示）
20X2年2月1日， A会社より売掛代金970,000円を額面1,000,000円，期日20X4年1
月31Bの同店振出約束手形で受け取った。決算B3月31日，会計期間 1年。
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20X2年2月1日
第1法： （受取手形） 970,000 (売掛金） 970,000 
第2法： （受取手形） 1,000,000 (売掛金） 970,000 
（受取利息割引料） 30,000 
20X2年 3月31日
第1法： （受取手形） 2,500 (受取利息割引料） 2,500 
第2法： （受取利息割引料） 27,500 (前受収益） 27,500 
20X2年 4月1日
第1法： 仕訳ナシ
第2法： （前受収益） 27,500 (受取利息割引料） 27,500 
金銭債権の評価について，債権金額ではなく，取得価額で貸借対照表と
し，債権金額との差額を逐次加減算する償却原価法を採用した場合，貸倒
見積額は金銭債権の実質価額を基準として設定されることになる（金融商
品会計基準第三一）。上記例示の20X2年3月31日に 2%の貸倒れを見積もっ
たとすれば，貸借対照表には次のように表示される。
第1法受取手形 972,500 
貸倒引当金 19,450 953,050 
第2法受取手形 1,000,000 
前受収益 27,500 
貸倒引当金 19,450 953,050 
(2) 貸倒見積高の算定とその表示
長期・短期の区別なく，金銭債権については，一定割合の回収不能の危
険を伴うのが普通なので，決算時には貸倒予想額を見積り，その額を帳簿
価額から控除した現金回収可能額を貸借対照表価額としなければならな
い。その際，債権の回収不能の事実が確定したわけではなく，回収不能の
見積はあくまでも過去の経験則ならぴに決算時点およぴ次期の経済環境に
関する予測にもとづく将来の予想にすぎないので，その見積額を当該金銭
債権の帳簿価額から直接控除せずに，評価勘定により間接的に控除するの
が正しい。一般に，この評価勘定として，貸倒引当金が使われる。商法で
は，引当金は特殊な内容をもつ項目として規定されているので，その用語
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に代えて，「取立不能見込額」との名称が使われている。
貸倒見積高の算定にあたっては，債務者の財政状態及ぴ経営成績等に応
じて，債権を次の 3つに区分する（金融商品会計基準第四ー）。
① 経営成績に重大な問題が生じていない債務者に対する債権（以下「一般
債権」）。
② 経営破綻の状態には至っていないが，債務の弁済に重大な問題が生じ
ているか又は生じる可能性の高い債務者に対する債権（以下「貸倒懸念債
権J)。
債務の弁済に重大な問題が生じているとは，現に債務の弁済がおおむ
ね1年以上延滞している場合のほか，弁済期間の延長又は弁済の一時棚
上げ及び元金又は利息の一部を免除するなど債務者に対し弁済条件の大
幅な緩和を行っている場合が含まれる（日本公認会計士協会『金融商品会計
実務指針』， 112項）。
債務の弁済に重大な問題が生じる可能性が高いとは，業況が低調ない
し不安定，又は現に債務超過である場合のみならず，債務者が有する債
権の回収可能性や資産の含み損を考慮すると実質的に債務超過の状態に
陥っている状況，すなわち財務内容に問題があり，過去の経営成績又は
経営改善計画の実現可能性を考慮しても債務の一部を条件どおりに弁済
できない可能性の高いことをいう（日本公認会計士協会『金融商品会計実務
指針』， 112項）。
③ 経営破綻又は実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権（以
下「破産更生債権等」）。
経営破綻に陥っている債務者とは，破産，清算，会社整理，和議，手
形交換所における取引停止処分等の事由が生じている債務者をいい，実
質的に経営破綻に陥っている債務者とは，そうした法的，形式的な経営
破綻の事由は発生していないものの，深刻な経営難の状態にあり，再建
の見通しがない状態にあると認めらる債務者をいう（日本公認会計士協会
『金融商品会計実務指針』， 116項）。
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貸倒見積高は，債権の区分に応じてそれぞれ次の方法による（金融商品会
計基準第四二）。
① 一般債権については，債権全体又は同種・同類の債権ごとに，債権の
状況に応じて求めた過去の貸倒実績率等合理的な基準により貸倒見積高
を算定する。
同種の債権とは，売掛金，受取手形，貸付金，未収金等の別における
同一のものをいい，同類の債権とは，営業債権と営業外債権の別におけ
る同一のもののほか，短期と長期の期間別区分をいう（日本公認会計士協
会『金紬商品会計実務指針」， 110項）。
債権の状況に応じて求めた過去の貸倒実績率とは，与信管理目的で債
務者の財政状態・経営成績等に基づいて債権の信用リスクのランク付け
（内部格付け）が行われている場合に，当該信用リスクのランクごとに区
分して過去の実績から算出した貸倒実績率をいう（日本公認会計士協会
「金融商品会計実務指針』， 110項）。
② 貸倒懸念債権については，債権の状況に応じて，次のいずれかの方法
により貸倒見積高を算定する。
イ 債権額から担保の処分見込額及び保証による回収見込額を減額し，
その残額について債務者の財政状態及び経営成績を考慮して貸倒見積
高を算定する方法（以下「財務内容評価法」）。
財務内容評価法を採用する場合には，債務者の支払能力を総合的に
判断する必要がある。債務者の支払能力は，債務者の経営状態，債務
超過の程度，延滞の期間，事業活動の状況，銀行等金融機関及び親会
社の支援状況，再建計画の実現可能性，今後の収益及び資金繰りの見
通し，その他債権回収に関係のある一切の定量的・定性的要因を考慮
することにより判断される（日本公認会計士協会『金軸商品会計実務指
針』， 114項）。
ロ 債権の元本の回収及び利息の受取に係るキャッシュ・フローを合理
的に見積もることができる債権については，債権の元本及び利息につ
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いて元本の圃収及ぴ利息の受取が見込まれるときから当期末までの期
間にわたり当初の約定利子率で割り引いた金額の総額と債権の帳簿価
額との差額を貸倒見積高とする方法（以下「キャッシュ・フロー見積法」）。
キャッシュ・フロー見積法を採用する場合に，債権の元利回収に係
る契約上の将来キャッシュ・フローが予定どおり入金されないおそれ
があるときは，支払条件の緩和が行われていれば，それに基づく将来
キャッシュ・フローを用い，それが行われていなければ，回収可能性
の判断に基づき入金可能な時期と金額を反映した将来キャッシュ・フ
ローの見積を行った上で，それを債権の発生当初の約定利子率又は取
得当初の実効利子率で割り引く（日本公認会計士協会『金融商品会計実務
指針』， 115項）。
なお，同一の債権については，債務者の財政状態及び経営成績の状
況等が変化しない限り，同一の方法を継続適用する。
③ 破産更生債権等については，債権額から担保の処分見込額及ぴ保証に
よる回収見込額を減額し，その残額を貸倒見積高とする。
清算配当等により回収が可能と認められる金額は，担保の処分見込額
及ぴ保証による回収見込額と同様に債権額から減額することができる。
清算配当等により回収が可能と認められる金額とは，清算人等から清算
配当等として通知を受けた金額のほか，債務者の資産内容，他の債権者
に対する担保の差入れ状況を正確に把握して当該債務者の清算貸借対照
表を作成し，それに基づく清算配当等の合理的な見積が可能である場合
における当該清算配当見込額を含む（日本公認会計士協会『金融商品会計実
務指針』， 117項）。
既に計上されている未収利息について，契約上の利払日を相当長期間経
過しているにもかかわらず，債務者から利息の支払いを受けていない債権
及ぴ破産更生債権等の場合には，当該未収利息を当期の損失として処理す
るとともに，それ以後の期間に係る利息を計上してはならない（金融商品会
計基準注解（注） 9)。未収利息を不計上とする延滞期間は，債務者の状況等
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に応じて 6ヶ月から 1年程度が妥当とするのが一般的である（日本公認会計
士協会『金融商品会計実務指針』， 119項）。
なお，手形債権について，裏書きによる偶発債務が残存している場合，
債権は譲渡済であり，その額は債権評価の対象とはなりえないので，貸倒
れの見積りに際して，偶発債務の額を考慮に入れないのが正しい。
期末に貸倒引当金を設定するに際して，前期に設定した貸倒引当金に残
高がある場合の処理として，次の二つの方法がある。
i) 差額調整法
期末設定額と引当金帳簿残高の差額を求め，引当金帳簿残高が期末設定
額より不足している場合には，帳簿残高にこの差額を加算し，逆に，引当
金帳簿残高が期末設定額より超過している場合には，帳簿残高からこの差
額を減額するために，貸倒引当金勘定に差額を借方記入すると同時に，同
額を貸倒引当金戻入勘定に貸方記入する方法。
i) 洗替法
引当金帳簿残高は前期の貸倒見積高の過大，言い換えれば前期末に計上
された引当金繰入額の修正を表し，それは前期損益修正項目としての性質
をもつので，残額全額の戻入処理を行うために，その残額を貸倒引当金勘
定に借方記入して同勘定の残高を零にすると同時に，同額を貸倒引当金戻
入勘定に貸方記入する方法。
損益の期間限定に正確を期すには，期末の残額全額を戻入処理する洗替
法のほうが理論的であるが，経常損益に与える影響が小さい場合には，差
額調整法によっても差支えない。
次に，貸借対照表上の表示方法については，貸倒引当金が債権に対する
控除的評価勘定の性質をもつ評価性引当金なので，各債権科目別控除形式
が原則であるが，現行制度上，そのほかに一括控除形式，科目別注記形式，
一括注記形式の三つの方法が認められている。各表示方法を例示をもって
以下に示そう。
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（例示）
受取手形期末残高 3,000百万円
売掛金期末残高 2,000百万円
貸倒見積率 3% 
貸倒見積率 4% 
いずれも引当金残高は零。なお，単位はすべて百万円。
① 科目別控除形式
受取手形 3,000 
貸倒引当金 90 2,910 
売掛金 2,000 
貸倒引当金 80 1,920 
② 
一括控除形式
受取手形 3,000 
売掛金 2,000 
貸倒引当金 170 4,830 
③ 科目別注記形式
受取手形（注1) 2,910 
売掛金 （注2) 1,920 
（注 1) このほかに貸倒見積額が90百万円ある。
（注 2) このほかに貸倒見積額が80百万円ある。
④ 一括注記形式
受取手形（注 1) 2,910 
売掛金 （注 1) 1,920 
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（注 1) 受取手形および売掛金については，このほかに貸倒見積額が170百
万円ある。
これら四つの方法のうち，科目別控除形式が，明瞭性の原則に照して，
最も優れている。それに対して，受取手形およぴ売掛金の期末帳簿残高が
開示されない一括注記形式は，最も明瞭性を欠いている。
5 有価証券
(1) 有価証券の意義
有価証券には，一般に，手形等の貨幣証券，船荷証券等の物品証券，株
式等の資本証券が含まれるが，会計上の有価証券とは，証券取引法の定め
による証券をいう。同法第 2条第 1項では，有価証券として次のものを掲
66 (740) 
げている。
?
46 
? ? ? ?
???????
国債証券
地方債証券
特別の法律により法人の発行する債券
社債券
特別の法律により設立された法人の発行する出資証券
協同組織金融機関の優先出資に関する法律に規定する優先出資証券又
????
⑩ 
は優先出資引受権を表示する証書
株券または新株引受券を表示する証券もしくは証書
証券投資信託又は貸付信託の受益証券
法人が事業に必要な資金を調達するために発行する約束手形のうち，
内閣府令で定めるもの（コマーシャル・ペーパー (CP)を念頭に置いた規定）
外国又は外国法人の発行する証券又は証書で前各号の証券又は証書の
性質を有するもの
⑪ 外国法人の発行する証券又は証書で銀行業を営む者その他の金銭の貸
付けを業として行う者の貸付債権を信託する信託の受益権又はこれに類
する権利を表示するもののうち， 内閣府令で定める者（海外で発行された
⑫ 
クレジット・カード債券の証券化商品を念頭に置いた規定）
前各号に掲げるもののほか，流通性その他の事情を勘案し，公益又は
投資者の保護を確保することが必要と認められるものとして政令で定め
る証券又は証書（海外の譲渡性預金証書を念頭に躍いた規定）
会計上，代表的な有価証券は株式，
ぴ会社が発行する社債である。
国・地方自治体が発行する公債およ
企業は，主として，次の 2つの目的で有価証券を所有する。
他会社を支配すること
???
余裕資金の利殖を図ること
他会社が発行する株式を取得して，資本参加することにより， 当該会社
を支配または統制することを目的とするのが，①の他会社支配目的による
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有価証券の取得である。また，利殖目的には，短期資金運用目的と長期資
金運用目的がある。これらは，いずれも，有価証券の分類と深く係わって
いる。
なお，有価証券の所有に関連して留意する必要があるのは，「株式等大量
保有報告制度」ーいわゆる「5%ルール」ーである。この制度は日米構造
協議の一貫として， 1990年12月に制定された。制度の趣旨は，上場会社ま
たは店頭登録会社が発行する株券等について，当該会社が発行する株券等
の5%以上を保有することになった場合には，保有目的，保有株券等の内
訳，担保契約，売戻し契約などの当該株券等に関する重要な契約，取得資
金その他の内閣府令で定める事項を記載した「大量保有報告書」を，大量
保有者となった日から 5日以内に内閣総理大臣に提出し，大量保有者とな
った日以後，保有割合が1%以上増減した場合その他重要事項の変更があ
った場合には，そのBから 5日以内に内閣総理大臣に変更報告書を提出す
ることを義務づけることによって（証券取引法第27条の23,同条の25),証券
市場の公正性・透明性を向上させることにある。
(2) 有価証券の認識
金融資産を対象とする取引については，当該取引の契約時から当該金融
資産の時価の変動リスクや契約の相手方の財政状態等に基づく信用リスク
が契約当事者に生じるため，契約締結時においてその発生を認識する。
有価証券の売買契約については，約定日から受渡日までの期間が市場の
規則または慣行に従った通常の期間である場合，売買約定日に買手は有価
証券の発生を認識し，売手は有価証券の消滅の認識を行う。ただし，約定
日碁準に代えて保有目的区分ごとに買手は約定日から受渡日までに時価の
変動のみを認識し，また，売手は売却損益のみを約定Hに認識する修正受
渡日基準によることができる (B本公認会計士協会『金馳商品会計実務指針』，
22項）。
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(3) 市場価格のある有価証券の分類と評価
金融商品会計基準は，市場価格のある有価証券を保有目的によって，売
買目的有価証券，満期保有目的の債券，子会社株式及び関連会社株式，及
びその他有価証券に区分し，それぞれの区分に応じて，貸借対照表価額，
評価差額等の処理を定めている（金融商品会計基準第三二）。
「市場価格」とは，市場において形成されている取引価格，気配又は指
標その他の相場をいい，市場価格に基づく価額を「公正な評価額」すなわ
ち「時価」という（金融商品会計基準第一二）。「市場」には，公設の取引所
及びこれに類する店頭市場のほか，随時，売買・換金等を行うことができ
る取引システム，例えば，金融機関・証券会社間の市場，ディーラー間の
市場，電子媒体取引市場等も含まれる（金幽商品会計基準注解（注） 2, 日本
公認会計士協会『金融商品会計実務指針J,51項）。
イ 売買目的有価証券
売買目的有価証券とは，短期間の価格変動により利益を得ることを目的
として保有する有価証券をいい，通常は同一銘柄に対して相当程度の反復
的な購入と売却が行われるものをいう。したがって，売買目的有価証券と
は，いわゆるトレーディング目的の有価証券を指すが，有価証券の売買を
頻繁に繰り返している場合には，定款上の記載や明確な独立部署を持たな
くても，当該有価証券は売買目的有価証券に該当する（日本公認会計士協会
『金融商品会計実務指針』， 65項）。売買目的有価証券は，流動資産の部に表示
する。
売買目的有価証券の貸借対照表価額は時価で表示し，評価差額は当期の
損益として処理する。
ロ 満期保有目的債券
満期保有目的債券とは，満期まで所有する意図をもって保有する社債そ
の他の債券をいう。この場合，「満期まで所有する意図をもって保有する」
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とは，企業が償還期限まで所有するという積極的な意思と能力に基づいて
保有することをいう。したがって，保有期限をあらかじめ決めていない場
合，又は市場金利や為替相場の変動等の将来の不確定要因の発生如何によ
っては売却が予測される場合には，満期保有の意思があるとは認められな
い。なお，満期まで所有する意図は取得時点において判断すべきであって，
一旦，他の保有目的で取得した債権を，その後保有目的を変更して満期保
有目的の債権に振り替えることはできない（日本公認会計士協会『金脳商品会
計実務指針』， 69項）。
債券には，各種社債のほか，国債，地方債，コマーシャル・ペーパー，
債務が証券化されたもの，償還株式などを含むが，債券を満期保有目的の
債権に分類するには，あらかじめ償還日が定められており，かつ，額面金
額による償還が予定されていることを要する。したがって，債券であって
も，その属性から満期保有目的の条件を満たさないものは，この区分に含
めることはできない。例えば，転換社債は債券の一種であり，その性質上，
満期まで保有するメリットが少なく，満期前に株式に転換することが期待
されているため，基本的には満期保有目的にはなじまない（日本公認会計士
協会『金融商品会計実務指針』， 68項）。
満期保有目的債券のうち， 1年以内に満期の到来する社債その他の債券
は，流動資産の部に表示し，それ以外の満期保有目的債券は投資の部に表
示する。
満期保有目的の債券は，取得原価をもって貸借対照表価額とするが，債
券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合に，取得価額と債
券金額との差額が金利調整の性格を有すると認められるときは，償却原価
法に基づいて算定された価額をもって貸借対照表価額とする。なお，時価
が著しく下落したときは，回復の見込みがなければ，時価をもって貸借対
照表価額とし，評価差額は，当期の損失として処理する。
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ハ 子会社株式及び関連会社株式
子会社株式及び関連会社株式は，取得原価をもって貸借対照表価額とす
る。なお，時価が著しく下落したときは，回復の見込みがなければ，時価
をもって貸借対照表価額とし，評価差額は，当期の損失として処理する。
子会社株式及び関連会社株式は，投資の部に表示する。
二 その他有価証券
その他の有価証券とは，売買目的有価証券，満期保有目的の債券，子会
社株式及び関連会社株式以外の有価証券をいう。この中には，長期的な時
価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券や業務提携
等の目的で保有する有価証券を含む（日本公認会計士協会『金融商品会計実務
指針』， 72項）。その他有価証券は，投資の部に表示する。
その他有価証券は，時価をもって貸借対照表価額とし，評価差額は洗替
方式に基づき，次のいずれかの方法で処理する。
① 評価差額合計額を資本の部に計上
② 評価益のある銘柄の評価差額は資本の部に計上し，評価損のある銘柄
の評価差額は当期の損失として処理する。
株式，債権等の有価証券の種類ごとに両方法を区分して適用することも
できる。
評価差額が直接資本の部に計上され，かつ，課税所得の計算に含まれて
いない場合，当該評価差額の対象となった有価証券の簿価修正額は税効果
会計上の一時差異に該当し（税効果会計に係る会計基準（第二．ー. 2. (1). 
②)），資本の部に表示される評価差額は税効果額を控除した純額とされて
いる（同第二．二. 3)。この場合，評価差額から税効果額（評価差益に係る
ものは繰延税金負債に，評価差損に係るものは繰延税金資産に計上する。）を控除
した後の金額（全部資本直入法を適用している場合には，評価差益部分と評価差
損部分の純額）は，他の剰余金と区分して有価証券評価差額として記載する
（金融商品会計基準第三．二.4, B本公認会計士協会『金融商品会計実務指針』，
金融資産会計 (1) (松尾） (745) 71 
73項）。
なお，その他有価証券についても，時価が著しく下落したときは，回復
の見込みがなければ，当該時価をもって貸借対照表価額とし，評価差額は，
当期の損失として処理する。この場合，評価差額を洗替方式に基づいて算
定するため，その後の時価と比較する取得原価には，時価の下落が著しく
回復の見込みがないために時価に評価替えした当該帳簿価額を含む（日本
公認会計士協会『金融商品会計実務指針』， 73項）。
ホ 有価証券の減損処理
時価の下落が著しく回復の見込みがないために帳簿価額を引き下げ，当
該時価をもって貸借対照表価額とし，評価差額を当期の損失として処理す
ることを「減損処理」という (B本公認会計士協会『金融商品会計実務指針』，
91項）。
金融商品会計実務指針は，時価下落の著しさの目安を50%に置いていて，
50%程度以上下落した場合には，減損処理を行わなければならないとし，
時価下落率が30%未満の場合には，「著しい下落」に該当しないのが一般的
であるとしている。 30%以上50%未満の場合には，時価下落の内的・外的
要因を総合的に勘案しなければならないが，過去2年間にわたり著しい下
落状態にある場合や，発行会社が債務超過の状態にある場合又は 2期連続
損失を計上していて翌期も損失が予想される場合には，通常，回復する見
込みがあるとは認められない（日本公認会計士協会『金融商品会計実務指針』，
91項）。
以上の市場価格のある有価証券の分類，評価，評価差額を纏めると，表
1のようになる。
ヘ有価証券の保有目的区分の変更
有価証券の保有目的区分は，正当な理由がなければ変更することはでき
ない。保有目的区分の変更が認められるのは，以下の場合に限られる（日本
72 (746) 第 46巻第 6 号
表1市場価格のある有価証券の分類・評価・評価差額
分類 貸借対照表価額 評価差額
売買目的有価証券 | 時価 当期損益
賣両―保有ー自蒟賣券; ---―ー取―褥原箪，――'没直―I―肴碕証面、直面玉―------------------
券金額と異なる価額時価の下落が著しく，回復の見込
で取得した場合に， みがなければ減損処理する。
当該差額が金利調整
の性格を有するなら
ば，償却原価法に基
づく価額
子会社株式•関連会社株式 取得原価 時価の下落が著しく，回復の見込------------------「―------------―|―---------------------
その他有価証券 時価
みがなければ減損処理する。
洗替方式に基づき，次のいずれか
の処理法
①評価差額合計額を資本の部に
計上
②評価益のある銘柄の評価差額
は資本の部に計上し，評価損
のある銘柄の評価差額は当期
の損失として処理する。
時価の下落が著しく，回復の見
込みがなければ減損処理する。
公認会計士協会『金融商品会計実務指針』， 80項）。
① 資金運用方針の変更又は特定の状況の発生に伴って，保有目的区分を
変更する場合
② 本報告『金融商品会計実務指針』により，保有目的区分の変更があっ
たとみなされる場合
③ 株式の追加取得又は売却により持株比率等が変動したことに伴い，子
会社株式又は関連会社株式区分から他の保有目的区分に又はその逆の保
有目的区分に変更する場合
④ 法令又は基準等の改正又は適用により，保有目的区分を変更する場合
満期保有目的の債券に分類された債券について，その一部を売買目的有
価証券又はその他有価証券に振り替えたり，償還期限前に売却した場合は，
満期保有目的の債券に分類された残りのすべての債券について，保有目的
金融資産会計 (1) (松尾） (747) 73 
の変更があったものとして売買目的有価証券又はその他有価証券に変更時
の償却原価をもって振り替えなければならない。更に，保有目的の変更が
あった年度を含む2事業年度においては，取得した債券を満期保有目的の
債券に分類することはできない（日本公認会計士協会『金融商品会計実務指
針』， 83,84項）。このほかの保有目的区分の変更の可否については，金融商
品会計実務指針がその85項から90項にわたって詳細に規定している。
